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書面の電子化に対する消費者委員会の反対意見発出についての意見書

レスキュー商法被害対策京都弁護団は、トイレの水道工事や鍵開けといった、

緊急時に事業者を呼んだところ、現地にて想定外の工事を施工されることとな

り、結果として高額な請求を受けることとなったというレスキュー商法を取扱

事件とし、京都弁護士会所属の有志の弁護士によって結成された弁護団です。

このような商法に対する被害救済は､特定商取引に関する法律による規律（と

りわけ訪問販売に関する規律）が重要なものとなっています。

そこで、当弁護団は、実際に発生した消費者被害について、特定商取引に関

する法律による規律を利用して被害救済実務に携わる立場から、以下のとおり

意見書を提出します。
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第1 意見の趣旨

消費者委員会は、消費者庁に対し、特定商取引に関する法律上のすべての

取引類型及び特定商品等の預託等取引契約に関する法律上の取引について、

電子化を認めることについて反対意見を発出すべきである。

第2 意見の理由

1． 問題意識

（1）消費者庁の方向性
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